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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

回次
第16期
第３四半期
連結累計期間

第17期
第３四半期
累計期間

第16期
第３四半期
連結会計期間

第17期
第３四半期
会計期間

第16期

会計期間

自  平成22年
    １月１日
至  平成22年
    ９月30日

自  平成23年
    １月１日
至  平成23年
    ９月30日

自  平成22年
    ７月１日
至  平成22年
    ９月30日

自  平成23年
    ７月１日
至  平成23年
    ９月30日

自  平成22年
    １月１日
至  平成22年
    12月31日

売上高 (千円) 9,309,0697,919,6722,850,7212,312,79711,143,389

経常利益 (千円) 521,063 667,497 237,183 238,776 774,807

四半期(当期)純利益 (千円) 563,164 739,554 193,544 210,201 673,336

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) ― 7,082 ― 8,174 ―

資本金 (千円) ― ― ― 5,568,2225,568,222

発行済株式総数 (株) ― ― ― 1,257,6301,257,630

純資産額 (千円) ― ― 9,087,2869,954,4299,214,671

総資産額 (千円) ― ― 19,492,22717,121,03418,701,070

１株当たり純資産額 (円) ― ― 7,396.038,108.657,506.06

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 458.74 602.42 157.65 171.22 548.48

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 46.6 58.1 49.3

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 1,891,3411,803,323 ― ― ―

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △466,076 544,235 ― ― ―

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △2,035,705△2,152,853 ― ― ―

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― ― 1,192,2861,228,719 ―

従業員数 (名) ― ― 111 70 60

(注)  １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　　２　第16期第３四半期連結累計期間及び第16期第３四半期連結会計期間は四半期連結財務諸表を作成している

　ため、第16期第３四半期累計期間及び第16期第３四半期会計期間に代えて第16期第３四半期連結累計期間及

　び第16期第３四半期連結会計期間について記載しております。

　　　３　持分法を適用した場合の投資利益については、第16期第３四半期連結累計期間及び第16期第３四半期連結

　会計期間は四半期連結財務諸表を作成しているため記載しておりません。第16期は連結財務諸表を作成して

　いるため記載しておりません。

　　　４　第16期第３四半期連結累計期間、第16期第３四半期連結会計期間、第16期、第17期第３四半期累計期間、

　第17期第３四半期会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、希薄化効果

　を有している潜在株式が無いため、記載しておりません。

　　　５　第16期については連結財務諸表を作成しているため、営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動によ

　るキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー並びに現金及び現金同等物の期末残高について

　は記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期会計期間において、当社及び当社の関係会社において営まれている事業の内容について、重

要な変更はありません。

また、主要な関係会社における異動もありません。

　

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

提出会社の状況

　 平成23年９月30日現在

従業員数(名) 70（39）

(注) １　従業員数は就業人員であり、臨時従業員は（　）内に当第３四半期会計期間の平均人員を外数で記載しており

ます。

２　臨時従業員数には、契約社員、パート従業員を含み、派遣社員を除いています。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

該当事項はありません。

　

(2) 受注実績

当第３四半期会計期間における受注実績をセグメント別に示すと、次のとおりであります。

　

セグメントの名称 受注高(千円)
前年同四半期比

(％)
受注残高(千円)

前年同四半期比
(％)

不動産運用サービス事業 113,678 ― 67,025 ―

不動産再生・流動化サービス事業 ― ― ― ―

合計 113,678 ― 67,025 ―

(注)  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 販売実績

当第３四半期会計期間における販売実績をセグメント別に示すと、次のとおりであります。

　

セグメントの名称 販売高(千円) 前年同四半期比(％)

不動産運用サービス事業 2,312,797 ―

不動産再生・流動化サービス事業 ― ―

合計 2,312,797 ―

(注)  １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　　  ２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、当該割合が100分の10以上の相手先が

無いため、記載を省略しております。

　

２ 【事業等のリスク】

当第３四半期会計期間における、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、又は前事業年度の有価証券報告書に記載

した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等は行われておりません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日において当社が判断したものであります。

(1) 経営成績の分析

当第３四半期会計期間（自 平成23年７月１日 至 平成23年９月30日）におけるわが国経済は、平成23

年３月11日に発生した「東日本大震災」により、電力供給等の社会インフラへの影響だけでなく、日本経

済全体に対して多大な影響を与え、更に欧州経済の債務問題、米国経済の減速、円高の長期化など、景気の

先行きについては依然として不透明な状況が続いております。一方、当社が属する不動産業界は、低金利

や政府による経済刺激策に下支えされ、一部持ち直しの動きを見せましたが、依然として停滞が続いてお

ります。

このような状況のもと、当社は「ハローストレージ」を軸にした不動産運用サービス事業による安定

的なストック型ビジネスを展開いたしております。

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

不動産運用サービス事業は、事業の中核となる「ハローストレージ」の収益安定化を図るために、土地

価格の下落、オフィスビルの空室率の上昇等を背景として積極的な出店を行いました。また、顧客満足を

追求するために運営現場の改善、トータル的なお客様サポート体制の強化、地域密着型の営業活動を行い

ました。さらに、収益力向上のために支払賃料の減額交渉、リース資産の買取を行いました。この結果、売

上高は2,312百万円となりました。

一方、不動産再生・流動化サービス事業は、売上高はありませんでしたが、保有する販売用不動産の売

却を継続して進めております。

以上の結果、当第３四半期会計期間における売上高は2,312百万円、営業利益は237百万円、経常利益は

238百万円、四半期純利益は210百万円となりました。

なお、第１四半期会計期間から初めて四半期財務諸表を作成しておりますので、前年同四半期会計期間

との比較分析は行っておりません。

　

(2) 財政状態の分析

当第３四半期会計期間末における総資産は前事業年度末に比べ1,580百万円減少し、17,121百万円とな

りました。減少の主な内訳は、工具器具備品等の増加があったものの保有不動産の売却等により有形固定

資産が662百万円減少、商品が478百万円減少、販売用不動産が699百万円減少したことによるものであり

ます。

また、当第３四半期会計期間末における負債合計は前事業年度末に比べ2,319百万円減少し、7,166百万

円となりました。減少の主な内訳は、固定資産の売却による１年内返済予定の長期借入金の減少等により

流動負債が307百万円減少したことと、長期借入金が1,863百万円減少したことによるものであります。

当第３四半期会計期間末における純資産合計は前事業年度末に比べ739百万円増加し、9,954百万円と

なりました。増加の主な内訳は、利益剰余金が739百万円増加したことによるものであります。これらの結

果、自己資本比率は58.1％となりました。
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(3) キャッシュ・フローの状況の分析

当第３四半期会計期間末における現金及び現金同等物の残高は1,228百万円となりました。

　

＜営業活動によるキャッシュ・フロー＞

「営業活動によるキャッシュ・フロー」は、353百万円の収入となりました。主な内訳は、未払金の減少

額100百万円等の減少要因に対し、税引前四半期純利益234百万円、減価償却費計上額236百万円等の増加

要因によるものであります。

＜投資活動によるキャッシュ・フロー＞

「投資活動によるキャッシュ・フロー」は、143百万円の支出となりました。主な内訳は、有形固定資産

の取得による支出額155百万円、無形固定資産の取得による支出額12百万円等の減少要因に対し、貸付金

の回収額20百万円等の増加要因によるものであります。

＜財務活動によるキャッシュ・フロー＞

「財務活動によるキャッシュ・フロー」は、103百万円の支出となりました。主な内訳は、長期借入れに

よる収入80百万円の増加要因に対し、長期借入金の返済による支出額181百万円等の減少要因によるもの

であります。

なお、第１四半期会計期間から初めて四半期財務諸表を作成しておりますので、前年同四半期会計期間

との比較分析は行っておりません。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた

課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はありません。ま

た、当第３四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 3,576,000

計 3,576,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成23年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年11月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 1,257,630 1,257,630
東京証券取引所
（マザーズ）

完全議決権株式であり、権利内
容に何らの限定のない当社に
おける標準となる株式であり
ます。なお、単元株制度は採用
しておりません。

計 1,257,630 1,257,630― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　

①平成13年改正旧商法第280条ノ20及び平成13年改正旧商法第280条ノ21の規定に基づき、特別決議され

た新株予約権

（平成16年３月26日　定時株主総会　特別決議）

　
第３四半期会計期間末現在
(平成23年９月30日)

新株予約権の数 576個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 576株

新株予約権の行使時の払込金額 １株につき34,007円

新株予約権の行使期間
平成18年３月27日から
平成26年３月26日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額

発行価格　34,007円
資本組入額　17,004円

新株予約権の行使の条件 （注）２

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）３

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―
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(注) 　１　当社が、新株予約権付与後、株式分割(配当可能利益又は準備金の資本組入による場合を含むものとし、以下同

様とする。)又は株式併合を行う場合は、発行すべき株式の数は次の算式により調整いたします。ただし、かかる調

整は、その時点で新株予約権を行使していない目的たる株式の数についてのみ行われます。

 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

(調整後生じる100分の１未満の株式は切り捨てます。) 

 

　なお、新株予約権付与後、株主割当増資(第三者割当増資の方法により株主全員に割り当てる場合も含む)を行う

場合は、発行すべき株式の数は次の算式により調整いたします。ただし、かかる調整は、その時点で新株予約権を

行使していない目的たる株式の数についてのみ行われます。 

　

調整後株式数＝調整前株式数×
既発行株式数＋新発行株式数

既発行株式数

(調整後生じる100分の１未満の株式は切り捨てます。) 

新株予約権付与後、株主割当増資(第三者割当増資の方法により株主全員に割り当てる場合も含む)を行う場合

は、行使価額を次に定める算式(以下、「行使価額調整式」という。)をもって調整いたします。 

　

調整後
行使価額

＝

既発行
株式数

×
調整前
行使価額

＋
新発行
株式数

×
１株当たり
払込金額

既発行株式数＋新発行株式数

(行使価額調整式の計算については、円未満小数第１位を切り上げます。) 

なお、新株予約権付与後、株式の分割又は併合を行う場合には、次の算式により行使価額を調整いたします。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

(行使価額調整式の計算については、円未満小数第１位を切り上げます。) 

　

２　新株予約権行使の条件 

(1) 各新株予約権の一部行使はできないものとする。 

(2) 当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権付与契約で、権利行使期間中の各年において権利行使で

    きる新株予約権の個数の上限を定めることができるものとする。 

(3) 新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても当社の取締役若しくは従業員の地位にあることを

    要す。ただし、諸般の事情を考慮の上、当社取締役会が特例として承認した場合を除く。 

(4) 権利者が死亡した場合、権利者の相続人は当社と権利者との間で締結する新株予約権付与契約に定める一

    定の条件の下で新株予約権を相続するものとする。 

(5) この他の条件については、本株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と権利者との間で締結する新

    株予約権付与契約に定める。 

　

３　新株予約権の譲渡に関する事項 

　　新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。 
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②平成13年改正旧商法第280条ノ20及び商法第280条ノ21の規定に基づき、特別決議された新株予約権

（平成18年３月30日　定時株主総会　特別決議）

　
第３四半期会計期間末現在
(平成23年９月30日)

新株予約権の数 752個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 752株

新株予約権の行使時の払込金額 １株につき83,750円

新株予約権の行使期間
平成20年３月31日から
平成28年３月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額

発行価格　83,750円
資本組入額　41,875円

新株予約権の行使の条件 （注）２

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）３

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

(注)　 １　当社が、新株予約権付与後、株式分割又は株式併合を行う場合は、発行すべき株式の数は次の算式により調整い

たします。ただし、かかる調整は、その時点で新株予約権を行使していない目的たる株式の数についてのみ行われ

ます。 

 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

(調整後生じる１株未満の株式は切り捨てます。) 

 

なお、新株予約権付与後、株主割当増資(第三者割当増資の方法により株主全員に割り当てる場合も含む)を行う

場合は、発行すべき株式の数は次の算式により調整いたします。ただし、かかる調整は、その時点で新株予約権を

行使していない目的たる株式の数についてのみ行われます。 

　

調整後株式数＝調整前株式数×
既発行株式数＋新発行株式数

既発行株式数

(調整後生じる１株未満の株式は切り捨てます。) 

 

新株予約権付与後、株主割当増資(第三者割当増資の方法により株主全員に割り当てる場合も含む)を行う場合

は、行使価額を次に定める算式(以下、「行使価額調整式」という。)をもって調整いたします。

　

調整後
行使価額

＝

既発行
株式数

×
調整前
行使価額

＋
新発行
株式数

×
１株当たり
払込金額

既発行株式数＋新発行株式数

(行使価額調整式の計算については、円未満小数第１位を切り上げます。) 

 

なお、新株予約権付与後、株式の分割又は併合を行う場合には、次の算式により行使価額を調整いたします。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

(行使価額調整式の計算については、円未満小数第１位を切り上げます。)

　

２　新株予約権行使の条件

(1) 各新株予約権の一部行使はできないものとする。 

(2) 当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権付与契約で、権利行使期間中の各年において権利行使で

　　きる新株予約権の個数の上限を定めることができるものとする。 

(3) 新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても当社、当社の子会社及び関連会社の取締役、監査

　　役及び従業員の地位にあることを要す。但し、諸般の事情を考慮の上、当社取締役会が特例として承認し

　　た場合を除く。 
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(4) 権利者が死亡した場合、権利者の相続人は当社と権利者との間で締結する新株予約権付与契約に定める一

　　定の条件の下で新株予約権を相続するものとする。 

(5) この他の条件については、本株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と権利者との間で締結する新

　　株予約権付与契約に定める。 

　

３　新株予約権の譲渡に関する事項 

　　新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。 

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　
(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　
(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成23年７月１日～
平成23年９月30日

― 1,257,630 ― 5,568,222 ― 5,612,719

　
(6) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。

　

(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成23年６月30日)に基づく株主名簿による記載

をしております。

① 【発行済株式】

　 　 　 　 平成23年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 30,000 ―
権利内容に何ら限定のない当社
における標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式 1,227,630 1,227,630
権利内容に何ら限定のない当社
における標準となる株式

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 　 1,257,630 ― ―

総株主の議決権 ― 1,227,630 ―
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② 【自己株式等】

　 　 平成23年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

エリアリンク株式会社
東京都千代田区神田
小川町三丁目１番地

30,000 ― 30,000 2.39

計 ― 30,000 ― 30,000 2.39

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成23年
　１月 　２月 ３月

　
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 5,1905,3004,7804,0703,9953,5054,1203,6203,240

最低(円) 3,7854,3552,9153,5803,4003,1903,2802,9302,627

(注)  最高・最低株価は、東京証券取引所（マザーズ）における株価を記載しております。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。

退任役員

役名 職名 氏名 退任年月日

監査役 ― 小高　賢 平成23年10月11日

　（注）小高　賢氏は、平成23年10月11日に逝去されました。なお、これにより監査役の法定員数３名を欠くこ

ととなったため、会社法第346条第２項の規定に基づき仮監査役の申請を行う予定であります。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表及び四半期財務諸表の作成方法について

(1) 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平

成19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　

(2) 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年

内閣府令第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　

(3) 前第３四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び前第３四半期連結

累計期間（平成22年１月１日から平成22年９月30日まで）は四半期財務諸表を作成していないため、前第

３四半期会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び前第３四半期累計期間（平成22年

１月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期損益計算書並びに前第３四半期累計期間（平成22年１

月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期キャッシュ・フロー計算書に代えて、前第３四半期連結

会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成22年１月

１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結損益計算書並びに前第３四半期連結累計期間（平成22

年１月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書を記載しておりま

す。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間(平成22年７月１

日から平成22年９月30日まで)及び前第３四半期連結累計期間(平成22年１月１日から平成22年９月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表並びに当第３四半期会計期間(平成23年７月１日から平成23年９月30日ま

で)及び当第３四半期累計期間(平成23年１月１日から平成23年９月30日まで)に係る四半期財務諸表につ

いて、優成監査法人により四半期レビューを受けております。

　

３．四半期連結財務諸表について

当社は前事業年度末において連結子会社であったハロー・テクノ株式会社を関連会社とした結果、連結

子会社が存在しなくなったため、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

当第３四半期会計期間末
(平成23年９月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,228,719 1,033,980

売掛金 374,783 301,973

完成工事未収入金 11,163 89,746

商品 ※4
 549,497 1,027,770

販売用不動産 ※1
 1,082,562

※1
 1,782,530

未成工事支出金 336 －

貯蔵品 5,199 3,804

その他 783,296 729,061

貸倒引当金 △46,283 △39,762

流動資産合計 3,989,275 4,929,104

固定資産

有形固定資産

建物 ※1
 8,767,823

※1
 9,651,255

減価償却累計額 △1,532,059 △1,267,788

減損損失累計額 △135,882 △172,166

建物（純額） 7,099,881 8,211,301

土地 ※1
 2,641,095

※1
 2,870,187

その他 ※1, ※4
 2,990,405

※1
 2,140,527

減価償却累計額 △869,267 △695,330

減損損失累計額 △376 △2,249

その他（純額） 2,120,760 1,442,947

有形固定資産合計 11,861,737 12,524,436

無形固定資産

その他 171,355 228,042

無形固定資産合計 171,355 228,042

投資その他の資産

その他 2,391,266 2,319,295

貸倒引当金 △1,292,600 △1,299,809

投資その他の資産合計 1,098,665 1,019,486

固定資産合計 13,131,758 13,771,965

資産合計 17,121,034 18,701,070
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(単位：千円)

当第３四半期会計期間末
(平成23年９月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年12月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 238,130 241,028

1年内返済予定の長期借入金 ※1, ※2
 806,263

※1, ※2
 1,091,446

未払法人税等 15,506 23,877

その他 ※1
 769,159

※1
 780,379

流動負債合計 1,829,060 2,136,732

固定負債

長期借入金 ※1, ※2
 4,061,624

※1, ※2
 5,924,979

資産除去債務 171,657 －

その他 ※1
 1,104,262

※1
 1,424,687

固定負債合計 5,337,544 7,349,666

負債合計 7,166,605 9,486,398

純資産の部

株主資本

資本金 5,568,222 5,568,222

資本剰余金

資本準備金 5,612,719 5,612,719

資本剰余金合計 5,612,719 5,612,719

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △970,377 △1,709,931

利益剰余金合計 △970,377 △1,709,931

自己株式 △256,584 △256,584

株主資本合計 9,953,979 9,214,425

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 449 245

評価・換算差額等合計 449 245

純資産合計 9,954,429 9,214,671

負債純資産合計 17,121,034 18,701,070
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(2)【四半期損益計算書】
　【前第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日
 至 平成22年９月30日)

売上高 9,309,069

売上原価 7,446,286

売上総利益 1,862,783

販売費及び一般管理費 ※1
 1,145,160

営業利益 717,622

営業外収益

受取利息 4,523

受取補償金 7,188

その他 10,678

営業外収益合計 22,391

営業外費用

支払利息 173,396

その他 45,554

営業外費用合計 218,950

経常利益 521,063

特別利益

貸倒引当金戻入額 13,627

固定資産売却益 56

関係会社株式売却益 12,306

訴訟関連費用戻入額 16,455

事業譲渡益 34,007

特別利益合計 76,454

特別損失

投資有価証券評価損 10,190

固定資産除却損 ※2
 134,162

減損損失 ※4
 26,007

前期損益修正損 ※3
 12,918

その他 5,119

特別損失合計 188,399

税金等調整前四半期純利益 409,118

法人税、住民税及び事業税 31,086

法人税等調整額 △185,132

法人税等合計 △154,045

四半期純利益 563,164
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　【当第３四半期累計期間】
(単位：千円)

当第３四半期累計期間
(自 平成23年１月１日
 至 平成23年９月30日)

売上高 7,919,672

売上原価 6,226,458

売上総利益 1,693,214

販売費及び一般管理費 ※1
 949,985

営業利益 743,229

営業外収益

受取利息 3,607

還付加算金 862

受取遅延損害金 4,085

業務受託料 3,467

違約金収入 29,218

その他 12,204

営業外収益合計 53,446

営業外費用

支払利息 110,864

その他 18,313

営業外費用合計 129,178

経常利益 667,497

特別利益

固定資産売却益 ※2
 150,027

貸倒引当金戻入額 8,082

その他 1,906

特別利益合計 160,016

特別損失

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 64,955

災害による損失 ※3
 49,709

その他 78,754

特別損失合計 193,419

税引前四半期純利益 634,094

法人税、住民税及び事業税 6,539

法人税等調整額 △111,999

法人税等合計 △105,460

四半期純利益 739,554
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　【前第３四半期連結会計期間】
(単位：千円)

前第３四半期連結会計期間
(自 平成22年７月１日
 至 平成22年９月30日)

売上高 2,850,721

売上原価 2,180,175

売上総利益 670,545

販売費及び一般管理費 ※1
 375,541

営業利益 295,004

営業外収益

受取利息 1,413

その他 2,235

営業外収益合計 3,648

営業外費用

支払利息 53,051

その他 8,418

営業外費用合計 61,469

経常利益 237,183

特別利益

貸倒引当金戻入額 11,216

固定資産売却益 18

関係会社株式売却益 12,306

訴訟関連費用戻入額 16,455

特別利益合計 39,998

特別損失

固定資産除却損 ※2
 48,319

減損損失 ※4
 26,007

前期損益修正損 ※3
 3,536

その他 △329

特別損失合計 77,533

税金等調整前四半期純利益 199,647

法人税、住民税及び事業税 6,804

法人税等調整額 △700

法人税等合計 6,103

四半期純利益 193,544
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　【当第３四半期会計期間】
(単位：千円)

当第３四半期会計期間
(自 平成23年７月１日
 至 平成23年９月30日)

売上高 2,312,797

売上原価 1,765,316

売上総利益 547,480

販売費及び一般管理費 ※1
 309,722

営業利益 237,758

営業外収益

受取利息 1,045

受取遅延損害金 1,715

違約金収入 28,678

その他 7,097

営業外収益合計 38,536

営業外費用

支払利息 31,918

その他 5,599

営業外費用合計 37,518

経常利益 238,776

特別利益

貸倒引当金戻入額 1,820

特別利益合計 1,820

特別損失

固定資産除却損 2,814

災害による損失 ※2
 1,401

訴訟関連損失 2,325

特別損失合計 6,541

税引前四半期純利益 234,055

法人税、住民税及び事業税 1,956

法人税等調整額 21,897

法人税等合計 23,853

四半期純利益 210,201
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】
　【前第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日
 至 平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 409,118

減価償却費 687,594

のれん償却額 49,548

減損損失 26,007

貸倒引当金の増減額（△は減少） △406,559

受取利息及び受取配当金 △4,607

支払利息 173,396

為替差損益（△は益） 1,248

投資有価証券評価損益（△は益） 10,190

関係会社株式売却損益（△は益） △12,306

固定資産売却損益（△は益） 3,628

固定資産除却損 134,162

事業譲渡損益（△は益） △34,007

金利スワップ評価損益（△は益） 12,237

前期損益修正損益（△は益） 12,918

訴訟関連費用戻入額 △16,455

売上債権の増減額（△は増加） 12,631

たな卸資産の増減額（△は増加） 616,507

前払費用の増減額（△は増加） △47,085

未収入金の増減額（△は増加） 3,650

差入保証金の増減額（△は増加） △31,817

破産更生債権等の増減額（△は増加） 404,628

長期前払費用の増減額（△は増加） △4,998

仕入債務の増減額（△は減少） △65,298

未払金の増減額（△は減少） 206,605

未払費用の増減額（△は減少） △5,136

未払消費税等の増減額（△は減少） △141,293

前受金の増減額（△は減少） 12,892

長期前受収益の増減額（△は減少） 33,709

預り保証金の増減額（△は減少） 153,305

リース資産減損勘定の取崩額 △113,278

その他 25,912

小計 2,107,050

利息及び配当金の受取額 695

利息の支払額 △180,592

法人税等の支払額 △35,812

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,891,341
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(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日
 至 平成22年９月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

担保預金の解約による収入 149,000

担保預金の預入による支出 △92,000

関係会社株式の売却による収入 20,000

有形固定資産の取得による支出 △536,212

有形固定資産の売却による収入 3,378

有形固定資産の除却による支出 △850

無形固定資産の取得による支出 △36,040

貸付金の実行による支出 △20,000

貸付金の回収による収入 46,648

投資活動によるキャッシュ・フロー △466,076

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入れによる収入 2,968,824

長期借入金の返済による支出 △5,004,168

配当金の支払額 △361

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,035,705

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,248

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △611,688

現金及び現金同等物の期首残高 1,803,974

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 1,192,286
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　【当第３四半期累計期間】
(単位：千円)

当第３四半期累計期間
(自 平成23年１月１日
 至 平成23年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 634,094

減価償却費 736,892

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 64,955

貸倒引当金の増減額（△は減少） △687

受取利息及び受取配当金 △3,697

支払利息 110,864

固定資産売却損益（△は益） △150,027

売上債権の増減額（△は増加） 5,771

たな卸資産の増減額（△は増加） 747,896

仕入債務の増減額（△は減少） △2,897

その他 △196,995

小計 1,946,167

利息及び配当金の受取額 1,334

利息の支払額 △122,335

法人税等の支払額 △21,842

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,803,323

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △721,591

有形固定資産の売却による収入 1,226,446

有形固定資産の除却による支出 △6,697

無形固定資産の取得による支出 △19,321

貸付金の回収による収入 65,399

投資活動によるキャッシュ・フロー 544,235

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入れによる収入 220,000

長期借入金の返済による支出 △2,368,538

配当金の支払額 △390

リース債務の返済による支出 △3,924

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,152,853

現金及び現金同等物に係る換算差額 34

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 194,739

現金及び現金同等物の期首残高 1,033,980

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 1,228,719

EDINET提出書類

エリアリンク株式会社(E04011)

四半期報告書

22/38



【継続企業の前提に関する事項】

該当事項はありません。

　

【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第３四半期累計期間

(自  平成23年１月１日  至  平成23年９月30日)

１．会計処理基準に関する事項

の変更

(1) 「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に関

する当面の取扱い」の適用

　第１四半期会計期間より、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16

号　平成20年３月10日公表分）及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する

当面の取扱い」（実務対応報告第24号　平成20年３月10日）を適用しておりま

す。

　当該変更による損益に与える影響はありません。

 
(2) 「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

　第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基

準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用しておりま

す。

　これにより、当第３四半期累計期間の営業利益及び経常利益は、それぞれ

11,139千円減少し、税引前四半期純利益は76,095千円減少しております。

　

【簡便な会計処理】

　
当第３四半期累計期間

(自  平成23年１月１日  至  平成23年９月30日)

１．一般債権の貸倒見積高の算

定方法

貸倒実績率が前事業年度末に算定したものと著しい変化がないと認められる

場合に、前事業年度末に算定した貸倒実績率等の合理的な基準を使用して一般

債権の貸倒見積高を算定しております。

２．棚卸資産の評価方法 たな卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについての

み正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。
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【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

当第３四半期会計期間末
(平成23年９月30日)

前事業年度末
(平成22年12月31日)

※１　担保資産及び担保付債務

担保に提供している資産は次のとおりでありま

す。

販売用不動産 993,987千円

建物 6,286,906千円

土地 2,420,023千円

　　　　　計 9,700,917千円

担保付債務は次のとおりであります。

１年内返済予定
の長期借入金

787,351千円

長期借入金 3,928,622千円

　　　　　計 4,715,973千円

なお、有形固定資産の一部については割賦払いの

方法で購入しているため、所有権が売主に留保され

ております。

※１　担保資産及び担保付債務

担保に提供している資産は次のとおりでありま

す。

販売用不動産 1,704,354千円

建物 7,372,065千円

土地 2,799,162千円

　　　　　計 11,875,582千円

担保付債務は次のとおりであります。

１年内返済予定
の長期借入金

1,080,574千円

長期借入金 5,855,783千円

　　　　　計 6,936,357千円

なお、有形固定資産の一部については割賦払いの

方法で購入しているため、所有権が売主に留保され

ております。

所有権が留保されている資産

建物 575,986千円

その他 17,347千円

　　　　　計 593,333千円

（上記に対応する債務）

その他流動負債 43,895千円

その他固定負債 283,849千円

　　　　　計 327,745千円

所有権が留保されている資産

建物 612,824千円

その他 19,923千円

　　　　　計 632,747千円

（上記に対応する債務）

その他流動負債 43,895千円

その他固定負債 320,429千円

　　　　　計 364,325千円

※２　財務制限条項

１年内返済予定の長期借入金及び長期借入金のう

ち793,600千円には財務制限条項が付されており、各

条項のいずれかに抵触した場合には、当該借入金の

借入先に対し該当する借入金額を一括返済する事が

あります。各条項の主な内容は以下のとおりです。

(1) 連結貸借対照表及び単体の貸借対照表における

純資産の部の合計額を、当該決算期の直前の決

算期末日の金額または平成20年12月期末の金額

のいずれか大きい方の80％以上に維持するこ

と。

(2) 決算期の単体及び連結の損益計算書における経

常損益について、２期連続して損失を計上しな

いこと。

※２　財務制限条項

１年内返済予定の長期借入金及び長期借入金のう

ち966,400千円には財務制限条項が付されており、各

条項のいずれかに抵触した場合には、当該借入金の

借入先に対し該当する借入金額を一括返済する事が

あります。各条項の主な内容は以下のとおりです。

(1) 連結貸借対照表及び単体の貸借対照表における

純資産の部の合計額を、当該決算期の直前の決

算期末日の金額または平成20年12月期末の金額

のいずれか大きい方の80％以上に維持するこ

と。

(2) 決算期の単体及び連結の損益計算書における経

常損益について、２期連続して損失を計上しな

いこと。
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当第３四半期会計期間末
(平成23年９月30日)

前事業年度末
(平成22年12月31日)

　３　偶発債務

当社は、平成22年７月９日付で、東京地方裁判所に

おいて㈲コスモクオリアより訴訟の提起を受けてお

ります。

当社は、平成19年に売却した千葉県四街道市の診

療所に関し、原告より重要事実を告げないで譲渡を

なしたとして損害賠償額259,212千円及び利息を請

求されております。

当社としては、重要事実に関する説明内容と実体

に齟齬がないこと、仮に齟齬があったとしても当社

が当時知りえた事実については、十分説明の上売却

したとの認識であり、原告からの請求に対し、弁護士

と協議の上適切に対処していく予定であります。

なお、訴訟の結果によっては当社の業績に影響を

及ぼす場合がありますが、現時点ではその影響額は

不明であります。

※４　従来、商品として保有していた資産（販売用コンテ

ナ）を所有目的の変更により、工具器具備品へ

428,613千円振替えております。

　３　偶発債務

当社は、平成22年７月９日付で、東京地方裁判所に

おいて㈲コスモクオリアより訴訟の提起を受けてお

ります。

当社は、平成19年に売却した千葉県四街道市の診

療所に関し、原告より重要事実を告げないで譲渡を

なしたとして損害賠償額254,212千円及び利息を請

求されております。

当社としては、重要事実に関する説明内容と実体

に齟齬がないこと、仮に齟齬があったとしても当社

が当時知りえた事実については、十分説明の上売却

したとの認識であり、原告からの請求に対し、弁護士

と協議の上適切に対処していく予定であります。

なお、訴訟の結果によっては当社の業績に影響を

及ぼす場合がありますが、現時点ではその影響額は

不明であります。

―――――――――

　

(四半期損益計算書関係)

前第３四半期連結累計期間及び当第３四半期累計期間

前第３四半期連結累計期間
(自  平成22年１月１日
至  平成22年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な項目及び金

　　額は次のとおりであります。

給与手当 434,933千円

顧問料 30,193千円

支払手数料 87,007千円

広告宣伝費 100,725千円

貸倒引当金繰入額 2,011千円

　
※２　固定資産除却損のうち主要な項目及び金額は次

　　のとおりであります。

建物及び構築物 8,280千円

その他有形固定資産 26,190千円

のれん 98,091千円

その他無形固定資産 1,208千円

その他 391千円

計 134,162千円

　
※３　前期損益修正損のうち主要な項目及び金額は次

　　のとおりであります。

過年度解約損 2,000千円

過年度経費 6,715千円

売掛金の修正 3,536千円

その他 667千円

計 12,918千円
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前第３四半期連結累計期間
(自  平成22年１月１日
至  平成22年９月30日)

※４　減損損失

当社は、当第３四半期連結累計期間において以下

のとおり減損損失を計上しております。

(1) 減損損失を認識した主な資産の概要

用途 場所 種類
金額
（千円）

 事業用資産  山梨県甲府市  建物・土地等 26,007

(2) 減損損失を認識するに至った経緯

事業用資産である建物・土地等につきましては、

営業活動から生ずる損益が継続してマイナスまたは

継続してマイナスとなる見込みであることから、帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減

損損失として認識しました。

(3) 資産のグルーピングの方法

キャッシュ・フローを生み出す最小単位として主

として物件ごとに資産のグルーピングを行っており

ます。

(4) 回収可能価額の算定方法

事業用資産の回収可能価額は、正味売却価額によ

り測定しており、正味売却価額は固定資産税評価額

等を基に算定しております。

　

当第３四半期累計期間
(自  平成23年１月１日
至  平成23年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な項目及び金

　　額は次のとおりであります。

給与手当 308,232千円

顧問料 44,740千円

支払手数料 90,180千円

広告宣伝費 121,421千円

貸倒引当金繰入額 10,102千円

　
※２　固定資産売却益のうち主要な項目及び金額は次

　　のとおりであります。

主に建物、土地 150,027千円

計 150,027千円

　
※３　災害による損失は東日本大震災によるものであ

　　り、その内訳は次のとおりであります。

固定資産の原状回復費用等 41,842千円

その他 7,867千円

計 49,709千円
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前第３四半期連結会計期間及び当第３四半期会計期間

前第３四半期連結会計期間
(自  平成22年７月１日
至  平成22年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な項目及び金

　　額は次のとおりであります。

給与手当 150,172千円

顧問料 6,411千円

支払手数料 27,276千円

広告宣伝費 34,655千円

 
※２　固定資産除却損のうち主要な項目及び金額は次

　　のとおりであります。

建物及び構築物 7,498千円

その他有形固定資産 22,490千円

のれん 16,730千円

その他無形固定資産 1,208千円

その他 391千円

計 48,319千円

 
※３　前期損益修正損のうち主要な項目及び金額は次

　　のとおりであります。

売掛金の修正 3,536千円

計 3,536千円

 
※４　減損損失

当社は、当第３四半期連結会計期間において以下

のとおり減損損失を計上しております。

(1) 減損損失を認識した主な資産の概要

用途 場所 種類
金額
（千円）

 事業用資産  山梨県甲府市  建物・土地等 26,007

(2) 減損損失を認識するに至った経緯

事業用資産である建物・土地等につきましては、

営業活動から生ずる損益が継続してマイナスまたは

継続してマイナスとなる見込みであることから、帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減

損損失として認識しました。

(3) 資産のグルーピングの方法

キャッシュ・フローを生み出す最小単位として主

として物件ごとに資産のグルーピングを行っており

ます。

(4) 回収可能価額の算定方法

事業用資産の回収可能価額は、正味売却価額によ

り測定しており、正味売却価額は固定資産税評価額

等を基に算定しております。

EDINET提出書類

エリアリンク株式会社(E04011)

四半期報告書

27/38



　

当第３四半期会計期間
(自  平成23年７月１日
至  平成23年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な項目及び金

　　額は次のとおりであります。

給与手当 105,956千円

顧問料 7,623千円

支払手数料 27,844千円

広告宣伝費 42,407千円

貸倒引当金繰入額 3,613千円

　
※２　災害による損失は東日本大震災によるものであ

　　り、その内訳は次のとおりであります。

固定資産の原状回復費用等 △198千円

その他 1,600千円

計 1,401千円

　

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

前第３四半期連結累計期間
(自  平成22年１月１日
至  平成22年９月30日)

※１  現金及び現金同等物の当第３四半期連結累計期間

末残高と当第３四半期連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

(平成22年９月30日現在)

現金及び預金 1,192,286千円

計 1,192,286千円

預入期間が３か月超の定期預金
及び担保に供している定期預金

―千円

現金及び現金同等物 1,192,286千円

　

当第３四半期累計期間
(自  平成23年１月１日
至  平成23年９月30日)

※１  現金及び現金同等物の当第３四半期累計期間末残

高と当第３四半期貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係

(平成23年９月30日現在)

現金及び預金 1,228,719千円

計 1,228,719千円

預入期間が３か月超の定期預金
及び担保に供している定期預金

―千円

現金及び現金同等物 1,228,719千円
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(株主資本等関係)

当第３四半期会計期間末(平成23年９月30日）及び当第３四半期累計期間（自　平成23年１月１日  至  平

成23年９月30日)

１．発行済株式の種類及び総数

株式の種類 当第３四半期会計期間末

普通株式(株) 1,257,630

　

２．自己株式の種類及び株式数

株式の種類 当第３四半期会計期間末

普通株式(株) 30,000

　

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４．配当に関する事項

該当事項はありません。

　

５．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

　

(持分法損益等)

関連会社に関する事項

第３四半期累計期間

当第３四半期累計期間
(自  平成23年１月１日
至  平成23年９月30日)

関連会社に対する投資の金額 10,500千円

持分法を適用した場合の投資の金額 19,915千円

持分法を適用した場合の投資利益の金額 7,082千円

　

第３四半期会計期間

当第３四半期会計期間
(自  平成23年７月１日
至  平成23年９月30日)

関連会社に対する投資の金額 10,500千円

持分法を適用した場合の投資の金額 19,915千円

持分法を適用した場合の投資利益の金額 8,174千円

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自 平成22年７月１日 至 平成22年９月30日)

　
不動産運用
サービス事業
(千円)

不動産再生・
流動化サービス事業

(千円)

その他の事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

2,850,721 ― ― 2,850,721 ― 2,850,721

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 2,850,721 ― ― 2,850,721 ― 2,850,721

営業利益又は営業損失(△) 418,917 △2,915 ― 416,002(120,997)295,004

(注)　１．事業区分の方法

事業は、事業の種類の類似性を考慮して区分しております。

　

２．各事業区分に属する主要な事業

① 不動産運用サービス事業

　当社グループが土地・空室等を借上げ、又は土地、建物等を取得・保有し、運用する事業でありま

す。主な事業は「ハローコンテナ」「ハロートランク」「ハローストレージ」「ハローパーキン

グ」及びこれらに付随した商標利用料収入及び商標利用企業等がメーカーからコンテナ等を購入し

た際に手数料収入を得る「ネットワーク」事業、レジデンス事業、リゾート事業、店舗・オフィス事

業等であります。また、土地、建物所有者のニーズに合わせてコンテナ、トランク、ウェルズ21等の設

置、及びコンテナ等商品販売事業であります。

② 不動産再生・流動化サービス事業

　当社グループが保有している中古の不動産物件について改修等を行うことで付加価値を加え、運用

効率を上げた後に投資家等に販売する事業等であります。

③ その他の事業

　賃貸住宅向けのカードキーを開発・製造しているメーカーより、販売促進に関する業務委託を受

け、販売実績に基づき手数料収入を得る事業等であります。

　

３．会計処理方法の変更

① 収益認識基準の変更

　不動産運用サービス事業におけるコンテナ等の商品販売の収益認識基準については、従来、販売時

に一括計上する方法によっておりましたが、取引の実態をより適切に反映し、収益認識をより客観的

かつ確実に行うため、第１四半期連結会計期間から、販売契約と同時に締結される借上げ契約の契約

期間に応じて期間按分する方法に変更いたしました。

② 不動産運用サービス事業における自動販売機の設置に係る受取手数料の計上区分

　従来、不動産運用サービス事業における自動販売機の設置に係る受取手数料は、営業外収益の「受

取手数料」に含めて処理しておりましたが、第１四半期連結会計期間から売上高に含めて計上して

おります。

　

４．追加情報

① 耐用年数の変更

　第２四半期において、不動産運用サービス事業におけるコンテナの耐用年数を７年から20年に変更

しました。この変更は、コンテナが従来の耐用年数を超えて利用されている実態を鑑みて、耐用年数

の実態調査を行った結果であり、調査結果がまとまった第２四半期から変更することといたしまし

た。
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前第３四半期連結累計期間(自 平成22年１月１日 至 平成22年９月30日)

　
不動産運用
サービス事業
(千円)

不動産再生・
流動化サービス事業

(千円)

その他の事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

8,421,142 887,926 ― 9,309,069 ― 9,309,069

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 8,421,142 887,926 ― 9,309,069 ― 9,309,069

営業利益 1,111,902 3,978 ― 1,115,880(398,257)717,622

(注)　１．事業区分の方法

事業は、事業の種類の類似性を考慮して区分しております。

　
２．各事業区分に属する主要な事業

① 不動産運用サービス事業

　当社グループが土地・空室等を借上げ、又は土地、建物等を取得・保有し、運用する事業でありま

す。主な事業は「ハローコンテナ」「ハロートランク」「ハローストレージ」「ハローパーキン

グ」及びこれらに付随した商標利用料収入及び商標利用企業等がメーカーからコンテナ等を購入し

た際に手数料収入を得る「ネットワーク」事業、レジデンス事業、リゾート事業、店舗・オフィス事

業等であります。また、土地、建物所有者のニーズに合わせてコンテナ、トランク、ウェルズ21等の設

置、及びコンテナ等商品販売事業であります。

② 不動産再生・流動化サービス事業

　当社グループが保有している中古の不動産物件について改修等を行うことで付加価値を加え、運用

効率を上げた後に投資家等に販売する事業等であります。

③ その他の事業

　賃貸住宅向けのカードキーを開発・製造しているメーカーより、販売促進に関する業務委託を受

け、販売実績に基づき手数料収入を得る事業等であります。

　
３．会計処理方法の変更

① 収益認識基準の変更

　不動産運用サービス事業におけるコンテナ等の商品販売の収益認識基準については、従来、販売時

に一括計上する方法によっておりましたが、取引の実態をより適切に反映し、収益認識をより客観的

かつ確実に行うため、第１四半期連結会計期間から、販売契約と同時に締結される借上げ契約の契約

期間に応じて期間按分する方法に変更いたしました。この変更により、従来の方法によった場合と比

較して、売上高76,967千円、売上総利益、営業利益、経常利益および税金等調整前四半期純利益が

50,901千円減少しております。

② 不動産運用サービス事業における自動販売機の設置に係る受取手数料の計上区分

　従来、不動産運用サービス事業における自動販売機の設置に係る受取手数料は、営業外収益の「受

取手数料」に含めて処理しておりましたが、第１四半期連結会計期間から売上高に含めて計上して

おります。これにより、従来と同一の方法によった場合と比べ、売上高、売上総利益および営業利益は

それぞれ10,419千円多く計上されております。

　
４．追加情報

① 耐用年数の変更

　第２四半期において、不動産運用サービス事業におけるコンテナの耐用年数を７年から20年に変更

しました。この変更は、コンテナが従来の耐用年数を超えて利用されている実態を鑑みて、耐用年数

の実態調査を行った結果であり、調査結果がまとまった第２四半期から変更することといたしまし

た。

　この変更により、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益

は、それぞれ24,632千円増加しております。なお、第１四半期連結累計期間は、変更後の方法によった

場合と比べて、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益は、それぞれ6,412千円少なく計上

されております。
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【所在地別セグメント情報】

　前第３四半期連結会計期間(自 平成22年７月１日 至 平成22年９月30日)

　本邦以外の国、または地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

　

　前第３四半期連結累計期間(自 平成22年１月１日 至 平成22年９月30日)

　本邦以外の国、または地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

　

【海外売上高】

　前第３四半期連結会計期間(自 平成22年７月１日 至 平成22年９月30日)

　海外売上高がないため、該当事項はありません。

　

　前第３四半期連結累計期間(自 平成22年１月１日 至 平成22年９月30日)

　海外売上高がないため、該当事項はありません。

　

　【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会

が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために定期的に検討を行う対象となっているものであ

ります。

当社は、「不動産運用サービス事業」及び「不動産再生・流動化サービス事業」の事業を営んでお

ります。「不動産運用サービス事業」は、当社が土地・空室等を借上げ、又は土地、建物等を取得・保有

し運用する事業等であります。また、土地、建物所有者のニーズに合わせて、コンテナ、トランクルーム

等の設置、及び建築を受注し提供する事業であります。「不動産再生・流動化サービス事業」は、当社

が保有している中古の不動産物件について改修等を行うことで付加価値を加え、運用効率を上げた後

に投資家等に販売する事業等であります。

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第３四半期累計期間(自  平成23年１月１日  至  平成23年９月30日)

（単位：千円）

　

報告セグメント

調整額
四半期損益
計算書計上額不動産運用

サービス事業
不動産再生・

流動化サービス事業
計

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 7,145,873 773,7997,919,672 ― 7,919,672

セグメント間の内部売上高
又は振替高

― ― ― ― 　

計 7,145,873 773,7997,919,672 ― 7,919,672

セグメント利益 1,108,379 44,6131,152,992△409,762743,229

(注)　１．セグメント利益の調整額△409,762千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であり、その主な

　　内容は管理部門に係る費用であります。

  　　２．セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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当第３四半期会計期間(自  平成23年７月１日  至  平成23年９月30日)

（単位：千円）

　

報告セグメント

調整額
四半期損益
計算書計上額不動産運用

サービス事業
不動産再生・

流動化サービス事業
計

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 2,312,797 ― 2,312,797 ― 2,312,797

セグメント間の内部売上高
又は振替高

― ― ― ― 　

計 2,312,797 ― 2,312,797 ― 2,312,797

セグメント利益又は損失(△) 365,379 △32 365,346△127,588237,758

(注)　１．セグメント利益又は損失の調整額△127,588千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であり、　

　　　　　その主な内容は管理部門に係る費用であります。　

  　　２．セグメント利益又は損失は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

３．会計処理の原則・手続、表示方法の変更

第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月

31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年

３月31日）を適用しております。

　これにより、不動産運用サービス事業の当第３四半期累計期間のセグメント利益は11,139千円減少し

ております。

　

(追加情報)

第１四半期会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平成21年

３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号  平

成20年３月21日)を適用しております。
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(１株当たり情報)

１．１株当たり純資産額

当第３四半期会計期間末
(平成23年９月30日)

前事業年度末
(平成22年12月31日)

　 　

　 8,108.65円
　

　 　

　 7,506.06円
　

　

２．１株当たり四半期純利益金額等

第３四半期累計期間

前第３四半期連結累計期間
(自  平成22年１月１日
至  平成22年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 458.74円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ
いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しない
ため、記載しておりません。

　

　
(注)  １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

項目
前第３四半期連結累計期間
(自  平成22年１月１日
至  平成22年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 563,164

普通株式に係る四半期純利益(千円) 563,164

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式の期中平均株式数(株) 1,227,630

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含まれなかった潜在株式につ
いて前連結会計年度末から重要な変動がある場合の概要

―

　

当第３四半期累計期間
(自  平成23年１月１日
至  平成23年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 602.42円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ
いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しない
ため、記載しておりません。

　

　
(注)  １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

項目
当第３四半期累計期間
(自  平成23年１月１日
至  平成23年９月30日)

四半期損益計算書上の四半期純利益(千円) 739,554

普通株式に係る四半期純利益(千円) 739,554

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式の期中平均株式数(株) 1,227,630

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含まれなかった潜在株式につ
いて前事業年度末から重要な変動がある場合の概要

―
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第３四半期会計期間

前第３四半期連結会計期間
(自  平成22年７月１日
至  平成22年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 157.65円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ
いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しない
ため、記載しておりません。

　

　
(注)  １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

項目
前第３四半期連結会計期間
(自  平成22年７月１日
至  平成22年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 193,544

普通株式に係る四半期純利益(千円) 193,544

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式の期中平均株式数(株) 1,227,630

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含まれなかった潜在株式につ
いて前連結会計年度末から重要な変動がある場合の概要

―

　

当第３四半期会計期間
(自  平成23年７月１日
至  平成23年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 171.22円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ
いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しない
ため、記載しておりません。

　

　
(注)  １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

項目
当第３四半期会計期間
(自  平成23年７月１日
至  平成23年９月30日)

四半期損益計算書上の四半期純利益(千円) 210,201

普通株式に係る四半期純利益(千円) 210,201

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式の期中平均株式数(株) 1,227,630

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含まれなかった潜在株式につ
いて前事業年度末から重要な変動がある場合の概要

―

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年11月８日

エリアリンク株式会社

取締役会  御中

　
優　成　監　査　法　人

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    加 藤 善 孝    印

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    本 間 洋 一    印

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    狐 塚 利 光    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているエリ

アリンク株式会社の平成22年１月１日から平成22年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

(平成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成22年１月１日から平成22

年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、エリアリンク株式会社及び連結子会社の平成

22年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間

の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。
　

追記情報

四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社は第１

四半期連結会計期間より、不動産運用サービス事業におけるコンテナ等の商品販売の収益認識基準を、販売

時に一括計上する方法から、販売契約と同時に締結される借上げ契約の契約期間に応じて期間按分する方

法に変更している。
　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以  上
　

 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年11月９日

エリアリンク株式会社

取締役会  御中

　

優　成　監　査　法　人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    須    永    真    樹    印

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    狐    塚    利    光    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているエリ

アリンク株式会社の平成23年１月１日から平成23年12月31日までの第17期事業年度の第３四半期会計期間

(平成23年７月１日から平成23年９月30日まで)及び第３四半期累計期間(平成23年１月１日から平成23年９

月30日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・

フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、エリアリンク株式会社の平成23年９月30日現在の財政

状態、同日をもって終了する第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計

期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認

められなかった。

　
追記情報

「四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載されているとおり、会社は第１四

半期会計期間より「資産除去債務に関する会計基準」及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」を

適用している。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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